Measurement of Total Productivity by 小川 洌
13  
早稲田蕗学31ヰ・315合併号  
昭 弟】別 事 2 月  
総合生産性の測定について  
小 川   剖  
1 は じ め に  
わが国で生産性の問題がとりあげられたのは昭和30年前後からである。戦後  
の混乱した経済が立ち直り，個々の企業に対しても経営近代化の波が押し寄せ  
た時期であらた。   





いくつかの産業分野で海外企業を圧倒し 異常なまでの成長を示したことが生  
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ある種の概念や共通の理解が構築されつつある。   
しかしより切実な問題は，このような生産性の良し悪しをいかに測定するか  
というテーマに関してである。この点については専門の研究者の間でも必ずし  
も明確な結論が得られてないように思われる。   
本論はこのような生産性をめく中る議論のなかでとくに生産性の測定の問題を  
中心として若干の考察を試みることを目的としている。  
2 生産性の意義と測定  
生産性とは基本的にはインプットとアウトプットとの関数である。すなわち，  
生産性ほ一般につぎの式をもって測定される。   








にして測定するかが問題である。   
かつて，アダム・スミスが生産要素として資本・土地・労働をあげたのは周  
知の事実だが，それ以来，この問題をめぐって経済学老の間で数多くの論争が  
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労働，資本，エネルギー ，技術，管理能力，情報，時間などあらゆる経営資源  
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る。したがって，実際に投入要素をかなり簡略化して測定することも多い。   
これに対して価値的生産性は，貨幣価値をもって評価されたいわゆる会計情  
報を基礎として生産性を測定する。  
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源をいかに組合わせるにせよ，全体としてもっとも効率よく利用することが企  
業自体としても有益であり，同時にそのことは国民経済全体にとっても有意義  
であろう。   
だがこれらの要請を十分満足するような算定式をうることはきわめてむずか  









ないようなものがかなり含まれている。   
したがって，この両者をインプットとして設定すれば一応の絵合評価が可能  
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19   総合生産性の測定について  
ただし，この基本方式の問題点は分母に計上する資本と労働をどのように評  
価するかにある。資本と労働とは本来まったく異質の要素であり，これを同一  

























⑤総合生産性（パーヘッド方式）＝   
従業者数＋（減価償却費÷1人当たり人件費）   
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に換算するためのものである。   
②の方法も給合生産性フロー方式だが，この方法が①の方法と異なる点は資  
本をフローに換算するため減価償却費を用いるところにある。   
この二つの方式の特徴は投入要素をフローをもって測定しており，アウトプ  
ットが付加価値によってフローで測定されているのでインプットとアウトプッ  
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この方法ほ基本的には総合生産性フロー方式Ⅱと異なるものでほないが，イ  
ンプットをストックとして設定したところに特徴がある。経営資本利益率との  
差異を解明するうえでは有効な生産性指標であろう。   
総合生産性フロー方式Ⅰおよび絵合生産性ストック方式はかつてレーマン  
（Lehmann，M．R．）がその著「創造価値計算による給付測定」において提案し  














（Centre d’Etudes etde Mesures de Productivit6in Paris）が提案し，ド  
イツ経済合理局が支持した方法である。⑤の方法はそれに若干の修正を加え外  
部からのデータをとりよくしたものである。（3】  
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ある。   
労働生産性＝労働装備率×資本投資効率  
付加価値 有形固定資産  付加価値  ‾  




付加価値  売上高 ．一 付加価値  ‾ 







すことになる。   
この方法もかつてレーマンがその著「創造価値計算による給付測定」におい  
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と考える。   
付加価値伸長率はつぎの式によって算出する。  
当期付加価値一前期付加価値  
付加価値伸長率＝   
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絶食生産性の測定について  
保，減価償却費）に細分される。  













公正性指標  効率性緒標体系  
社会関連指標I  l経営資本利益率  従業員一人当たり人件費  
l  1  1  
売上高利益率＝眉本回転率It労働分配率＝労働生産性  
l  l  
l  l  
税金配分】l地域社会への配分l  蓼労働装備率Il資本投資効率  
l  i  




757   
早稲田商学第314・315合併号  26   
様に効率性を要求するであろう。これらの関係はこの概念図のなかにおいて概  
観され総括されている。   
従業員一人当たり人件費が労働分配率と労働生産性に展開される過程はつぎ  
のとおりである。  
人件費総額  付加価値 ‥ 人件費総額  ‾ 







な絶対値を用いる場合つぎの二つの問題点がある。   
第一ほ付加価値は貨幣価値の変動によって影響をうける？したがって付加価  
値の時系列分析を行う場合，貨幣価値の変動をデフレートする必要があるので  
ほないか。   
第二は付加価値の増減率はそれほど鮮明にあらわれないのが普通である。し  







ろ長期的な視野に立った分析にあることもまた事実なのである。   
第二の問題については，付加価値の増減率は通常数パーセントの範囲に止ま  
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ることが多く，その伸長率のちがいほ何を意味するのかという疑問はあるだろ  
う。したがってこの方式を利用する場合には残差分析やクロスセクション分析  








4 あ と が き  
以上，生産性測定について各種の方式について，その概略を説明した，それ  
ぞれの方法はある種のポイントをついている面ほあるが，一方では欠点が存在  
することも否定できない。   
しかし多くの問題をかかえながら，生産性測定への論議はますます盛んにな  
る方向にあるようにみえる。それは伝統的な会計情報が現代の社会のニーズに  





注（1）R．K．W．－Betriebliche Produktivitatsmessung，EineStudie des Forschungs   
Institutsfiir Rationalisierungander Rheinisch－West臨1ischen Technischen  
Hochschule Aachen，S．12．  
この点については，拙稿「生産性会計と付加価値」企業会計1970年8月号を参照  
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